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取組参加自治体（令和７年度：68自治体）に対するこれまでの支援状況

●自治体向け勉強会の開催（月１回程度）
・有識者、先行自治体によるレクチャー
・自治体間の意見交換（失敗例・工夫例等を少人数グループで情報交換。政府職員、有識者も参加）

●先行自治体の経験や有識者の知見を踏まえたガイドブック（標準手順例）とツールの提供
（意識調査の具体例や、各種分析ツール、研修素材等を含む）

自治体間
のネット
ワークづ
くり促進

ノウハウ
提供

●都道府県労働局等による助言・支援
・制度改正内容の周知、参加企業の掘り起こしへの協力、「働き方改革推進支援センター」等へのつなぎ等

●取組参加自治体を対象とした個別ヒアリングを通じた助言等

●自治体の取組に係るフォローアップ調査の実施、結果の共有

●各種情報共有（関連施策情報、働き方・職場改革等のワークショップ等を実施するための有識者情報等）

助言等

【参考２】国の交付金等の活用状況
（自治体が申請主体のもの、自治体数）

44

24

有

無

出典：参考１は各勉強会の事後アンケート、参考２は取組参加自治体向けフォローアップ調査（令和７年10月実施）

(*)   今後３～５年程度、地方公共団体相互の経験・知見を共有し連携しながら、成果・成功体験の蓄積を進め、全国的な波及を目指していくこととしている（「地
方創生に関する総合戦略」（令和７年12月23日閣議決定））。

〇 若者や女性にとって「働きやすさ」と「働きがい」のある魅力ある職場づくりに向け、自治体が地元企業等に呼びか
けて、地域社会のアンコンシャス・バイアスや「働き方の課題」を解決していく取組を推進する「地域働き方・職場改
革」を令和７年度から始動(*)。

〇 関係府省が連携して自治体間のネットワークづくりを促進し、参加自治体が「面」としてつながり成否両方の経験等
を共有することで、地域の取組を加速。また、国による伴走支援として、ノウハウ提供、助言等を実施。

【参考３】令和７年度の参加自治体
（24県・44市町村）

※令和８年度追加参加自治体を公募し、
  拡大予定

【参考１】自治体向け勉強会の満足度
（第９・10回勉強会の平均）

95%

5%

非常に満足又は満足

不満足

（第９回：30自治体／50自治体
第10回：29自治体／40自治体）

※出席自治体のうち、アンケートに回答のあった自治
体における満足度の割合
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68自治体の地域における取組状況①：取組内容

○ 68自治体の取組内容は、概ね、①男女間賃金差異の是正に向けた対応、②両立支援、③女性の健康課題への対応、
④固定的な性別役割分担意識等の解消に大別される。

○ 取組自治体の約６割が一事業所として自ら庁内の改革に取り組んでいる。

出典：参考１は自治体向けアンケート、参考２～４は取組参加自治体向けフォローアップ調査（令和７年10月実施）

41

27

はい いいえ

【参考２】庁内の改革状況（自治体数）

男女間賃金差異の是正に向けた職場の雇用管理上の問題への対応 ２５自治体

仕事と育児・介護等との両立支援 ２９自治体

企業における女性の健康課題への対応
（特に中小企業を対象とした取組実施）

５２自治体
(４５自治体)

女性の活躍を阻む固定的な性別役割分担意識等の解消 ５６自治体

【参考１】これまで又は今後の取組内容（主な分野、複数回答可）

32
36

50
23

18
38

15
0

0 20 40 60

アンケート等による調査やデータ分析を通じた実態・課題の可視化

ワークショップ等のイベントによる当事者の声の聴取

セミナー等の企業向けイベントの開催による意識啓発

専門人材の派遣等による企業支援

関連する認証制度の取得支援

情報発信

その他

実施済、実施中、実施予定の取組は特にない

【参考３】令和７年度に行う取組（複数回答可、自治体数）

○ 具体的な取組内容としては、実態・課題の可視化、当事者の声の聴取、企業を対象とした啓発、情報発信などが多い。
一部自治体は、財政的・人的制約や庁内・関係者の理解不足等を課題として掲げている。

14

37

14

1 2 積極的かつ円滑に取組を推進できている

必ずしも積極的かつ円滑とは言えないも

のの、取組を一定程度推進できている
財政的・人的制約によりあまり取組が進

んでいない
庁内や地域の関係者・企業の理解や賛同

を得られず、あまり取組が進んでいない
その他

【参考４】全体的な取組の達成度合い（自治体数）
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68自治体の地域における取組状況②：関係者との連携、若者・女性の参画

○取組の推進に当たっては、企業のトップ層を含め、効果的に地域の関係者を巻き込んでいくことや、当事者である若者
や女性の声を聴取し、取組に反映していくことが重要だが、課題も存在。

 経済団体等、企業：多くの自治体が経済団体等と連携しているが、あまり協力を得られていない自治体も存在。
企業レベルでは、賛同や理解が得られず取組が進んでいない自治体が多い。

 都道府県労働局 ：多くの自治体が連携しているが、実際の連携に当たって課題を抱えている自治体も存在。
 若者・女性の声 ：イベントの集客や調査の回答率を課題とする自治体や、声を聴取していない自治体も存在。

出典：取組参加自治体向けフォローアップ調査（令和７年10月実施）

36

11

0

0

13

本取組に理解があり協力的

本取組に賛同してはいるが、あまり協力が

得られていない

本取組に賛同していない又は理解がない

本取組推進に反対している

わからない

0 20 40

【参考１】経済団体等との連携状況、うち協力状況（自治体数）

60

8

有

無

【参考２】域内企業の参画度合い（自治体数）

5

28

6

2

27

0 10 20 30

域内企業は概ね本取組に理解があり、

積極的に推進している

域内企業の中で本取組への理解、推進に差がある

本取組に賛同する企業は多いものの、財政的・

人的制約等によりあまり取組が進んでいない

 本取組に賛同していない、理解がない企業が多い

ことから取組が進んでいない

                   企業の取組状況がわからない

【参考３】都道府県労働局との連携状況、連携上の課題（自治体数）

12

16

3

30

12

0 20 40

物理的に遠い

何を依頼したらよいかわからない

連携の必要性を感じない

連携上の課題はなく、うまく連携できている

その他

62

6
有

無

【参考４】若者や女性の声の聴取方法（自治体数）

18

1

33

7

3

16

16

12

0 20 40

広く県／市民アンケートを実施

特設サイト等で意見を募集

ワークショップ等のイベントで意見を聴取

関連会議体等参加者から会議で意見を聴取

大学等教育機関での説明会等の開催時にアンケート等を実施

転出者又は転入者にアンケートを実施

その他

当事者の声は特に聴取していない
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